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会計DXの目的

対応の方向性課題の全体像

目的

• 各府省で異なる会計業務やデータ管理の実態を把握し、会計DXの前提とな
る「標準業務フロー」「標準データモデル」のたたき台を作成。

• 入力削減・確認減・人件費換算など、導入効果を具体的に試算。

調査対象

• 全府省庁本省会計課（必要に応じ原局、地方支分部局も）

• 歳出（会計課に負担の重い契約業務中心）

スケジュール

•  ～７月 体制構築、調査準備、支援事業者調達

•  ８～12月 業務・データの現状調査、効果試算

•  ～翌３月 標準業務フロー・データモデルのたたき台の作成

改革に不可欠な三位一体の体制

業務：各府省庁会計課

システム：デジタル庁、財務省

制度・各省独自ルール：財務省、各府省庁会計課

※事務局：デジ行財、行革事務局、デジ庁、財務省

各府省庁へのお願い

• 全省的な会計DXに向け
た業務やデータ管理の
調査等への協力

• 必要な人員体制の確保

❶ システム間で情報・データが重複・分散

❷ システムが対応していない業務が存在

❸ 各省独自ルールやシステムがあり、

業務の方法にバラツキが存在

❶ システム間の情報・データ連携を改善

❷ 未対応業務(共通)をシステム化

❸ 業務（個別）やデータ管理を標準化

最初に取り組む

会計業務の現状 目指す姿 令和７年度調査

重複入力・転記・目視確認

紙や Excel からシステムへの再入力が発生し、二重三重
の作業。人手が介在するたびに紙やExcel 、システム画
面を目視照合。

執行管理や報告・公表が手間

複数システム・紙・Excelに契約や交付、支払が分散し、
執行管理や報告・公表に膨大な集計の負担。

業務習熟まで長期間

法令等に加え、各府省の独自ルールも存在。システムの
取扱いには膨大なマニュアルの読み込みが必要。

入力は一度きり（ワンスオンリー）

情報連携・システム連携で再入力・転記は不要に。人手
の介在が最小限になり、システムでの照合も可能なため、
目視確認は最小限に。

執行管理や報告・公表の効率化

執行状況は一元的に管理し、集計の手間なく、即時把握
が可能に。報告・公表も容易に。

業務遂行支援の充実

業務の標準化・効率化やシステムの入力補助等の支援に
より、未経験者等も短期間で習熟可能に。

• 人材確保が困難な状況下においても、高い正確性が要求される会計業務の持続可能性を確保するためにはDXが必要。
• 重複入力の排除等によって単純作業の負担を減らし、UI/UX改善により未経験者でも扱いやすい業務・システムの確立を目指す。
• DXの効果を高めるには制度・業務・システム一体での見直しが必要。各府省の積極的な御協力をお願いしたい。
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業務やデータ・帳票の標準化等の検討深掘りに加え、
制度・ルールやシステムに関する検討が本格化

・業務：解決策の深掘り、調査残の実施
・制度・ルール：解決策踏まえた対応方針具体化
・システム：解決策を踏まえた対応方針具体化

業務 データ・帳票

７～9月_業務把握の洗い出しと可視化

9～10月_課題把握：約600の課題の洗い出しと優先順位付け

10月_原因分析・解決策検討：重要テーマ別に深掘り

11～12月_全省庁調査：解決策の確認・合意形成

• 先行省庁の業務プロセスを調査し、業務手順や作成帳票等を業務記述書として整理 ※１

• 業務記述書の要約版で全省庁調査実施し、「クリティカルな差分なし」と確認

• 業務記述書の全省庁調査に合わせて、業務プロセス別に課題を収集 ※２
• 課題の優先順位付けやグルーピングを行い、優先度の高い10テーマ・40サブテーマ選定

• 事務局・先行省庁にて課題の約40サブテーマ別に根本原因の分析及び解決策を検討 ※３

• 全省調査や専門部会での検討を行い、解決策の深掘りや合意形成を実施。
• 対象：①根本原因及び解決策、②俯瞰的な業務フロー※４

７～9月_現状把握：データ・帳票の現状11,952項目の洗い出しや整理

9～10月_全省調査①：３業務プロセスのデータ項目100項目・帳票案

11月_データ活用方針検討

11～12月全省調査②：全業務プロセスのデータ項目300項目・帳票案

• 入札公告、予定価格、検収の最小限のデータ項目案や標準帳票案を全省調査 ※５、６

• 案件進捗管理、予算管理、報告・公表のデータ活用方針確認 ※７

• 最小限のデータ項目、標準帳票案全体についてモック※を用いた全省庁調査
※モック：データ入力は一度きり（ワンスオンリー）の会計業務を体験できるExcelツール

• 業務と帳票・データの２面で現状把握・可視化を行い、課題を根本原因まで深掘りし、あるべき業務・データの標準を策定
• 業務・制度ルール・システムの三位一体の体制で、会計課職員が主体となり利用者起点の改革を推進

令和７年度中間報告までの活動と成果の全体像

• 先行省庁の帳票類を収集し、データ項目の棚卸や名寄せ、必須項目の選定を実施
• 先行省庁の帳票類を比較・分析し、帳票標準化のアプローチを検討

• 会計DXでは業務・制度ルール・システムが三位一体となった会計ＤＸ検
討専門部会を構築。

• 毎月の専門部会をマイルストーンとし、まずは先行6省庁で調査や成果物
作成を進め、その成果を全省庁に確認する効率性と質を両立する進め方。

• 業務と帳票・データの２面で現状把握・可視化を行い、課題を根本原因ま
で深掘りしたうえで、あるべき業務・データの標準等の解決策を策定。

• 業務時間及び紙の削減効果の仮試算では、約45億円～117億円を見込む

• 会計課職員が主体となる利用者起点のボトムアップ・アプローチと全省庁
での業務・データ標準化というトップダウン・アプローチを併用して推進。 ※先行省庁：公取、財務省、文科省、厚労省、経産省、防衛省

成果物

シンプルフロー 大分類 デロイト大分類 デロイト中分類 グループワークテーマ
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システム
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正

2. 資料招請 公告 【WTO】資料招請 2 2 1 1 1 1 2 2 0 1 0 11 2 2 1 5

3. 意見招請 公告 【WTO】意見招請 8 8 4 4 2 1 3 2 0 7 0 31 3 6 3 12

4. 入札公告準備 公告 【WTO】仕様書策定等の公告準備 9 8 2 4 5 2 3 3 0 5 1 33 8 7 4 19

4. 入札公告準備 公告 【WTO以外】仕様書策定等の公告準備 22 22 3 15 9 8 5 3 1 9 2 77 18 9 8 35

5. 入札公告 公告 官報公告・公告 41 34 26 14 4 2 10 3 0 9 0 102 17 38 4 59

6. 予定価格 予定価格 積算 30 30 4 11 3 4 3 12 4 21 0 92 14 4 3 21

6. 予定価格 予定価格 予定価格調書の作成 12 7 7 11 3 0 0 0 0 0 8 36 11 7 3 21

6. 予定価格 予定価格 予定価格の決裁 18 18 12 18 4 0 0 2 1 5 0 60 17 12 4 33

7. 技術審査 技術審査 技術審査 27 24 21 22 2 2 3 20 0 8 0 102 16 21 2 39

8. 入札・開札 入札 開札 13 12 8 5 2 1 1 1 0 8 0 38 2 8 2 12

8. 入札・開札 入札 入札結果調書 13 11 10 12 3 0 3 1 1 10 1 52 10 9 3 22

8. 入札・開札 入札 落札結果の公表 18 18 11 18 9 0 2 0 0 18 1 77 17 11 9 37

9. 契約締結 契約 契約締結の決裁 39 38 27 38 18 1 0 15 0 29 0 166 23 25 18 66

9. 契約締結 契約 【紙契約】支出負担行為決議書の作成 67 67 50 13 30 0 0 0 2 58 2 222 4 50 30 84

9. 契約締結 契約 【電子契約】支出負担行為決議書の作成 23 22 21 18 2 1 0 18 0 6 0 88 14 21 2 37

9. 契約締結 契約 ELGAで支出負担行為決議書を決裁する場合 28 27 27 9 0 0 0 6 0 4 0 73 1 27 0 28

9. 契約締結 契約 債主登録 37 37 8 37 0 0 0 8 1 37 0 128 13 12 0 25

9. 契約締結 契約 低入札価格調査 3 3 0 0 1 1 0 1 0 1 0 7 0 0 1 1

10. 契約変更 契約 契約変更 ｇ 15 13 11 10 2 1 1 3 0 9 0 50 2 11 2 15

13. 検収 履行確認 検査職員の任命 10 10 1 4 2 1 0 1 0 4 1 24 1 2 1 4

13. 検収 履行確認 検査調書 20 20 6 3 6 0 0 2 1 1 0 39 10 10 5 25

12. 委託費の額の確定 額の確定 額の確定 7 7 0 2 5 3 0 2 0 3 0 22 3 2 5 10

15./16. 支払(個別/一括) 支払 【通常払】支払時の支出負担行為決議書・予算科目等の確認 35 31 25 27 2 0 0 4 0 25 1 115 8 28 2 38

15./16. 支払(個別/一括) 支払 【通常払】支出決定決議書 45 45 38 24 2 0 1 7 0 28 0 145 3 39 2 44

15./16. 支払(個別/一括) 支払 【通常払】支払予定一覧 13 12 10 6 0 0 2 0 5 12 0 47 0 10 0 10

15./16. 支払(個別/一括) 支払 【通常払】支出決定通知確認決議書 4 4 3 3 0 0 1 1 1 3 0 16 2 3 0 5

11. 概算払 支払 概算払協議 6 4 4 4 0 0 0 0 0 4 0 16 0 4 0 4

11. 概算払 支払 概算払の会計課等への依頼 9 9 7 9 8 1 1 0 0 7 0 42 3 7 0 10

14. 支払(立替払) 支払 立替払 6 6 3 2 2 0 0 0 0 4 0 17 0 2 2 4

全般 先般 62 62 47 38 29 9 3 5 3 60 1 257 42 47 21 110

642 611 397 382 156 39 44 122 20 396 18 264 434 137

※複数該当を認めているため、合計値が異なります。

①入札公告等業務の

自動化や仕様書情報

の共有

④不効率な債主登録

の仕組み

⑧予算編成とADAMSⅡの一貫性

⑨ADAMSの機能、運用

⑤帳票・データ・業

務の標準化

⑥業務・進捗管理の

自動化

⑦公表資料等への自

動化

②契約と支出負担行

為の整合性

③支出負担行為の事

件名

伺い文

起案日

部署

起案者

連絡先※２_課題マップ※１_業務記述書 ※７_データ方針※５_データ項目※３_原因と解決策 ※4_業務フロー ※6_標準帳票

今後の令和7年度調査

※令和７年度は本省会計課の予算執行業務のうち、調達・契約業務を対象。
これまでは、一般競争入札に焦点を当て、随契は調査未了。

3


